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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

総括研究報告書 

「ナッジ」等の行動経済学的アプローチによる労働災害防止の取組促進に資する研究 

研究代表者 財津 將嘉 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター・教授 

 

研究要旨 

高齢労働者の増加に伴い、転倒や腰痛などの労働災害は増加傾向にある。特に、転倒は軽度な災害

という認識があり、十分な対策が開発されているとは言えない。従来型の環境側面のみの対策だけで

は効果が限定的なため、環境および個人要因の両方の側面から総合的予防対策が必要である。新たな

予防アプローチの開発として、行動経済学のナッジ理論の利活用が候補となるが、安全衛生対策にお

ける効果検証は不十分である。本研究では、労働災害疫学ビッグデータ分析や介入実験を通じてナッ

ジ手法の効果検証をすることを目的とし、最終的には、行動経済学的アプローチによる効果的な労働

災害対策を提示することを目指す。 

現状把握として文献レビューを行ったが、行動経済学的アプローチによる安全衛生対策効果の確立

したエビデンスは得られなかった。そこで、探索的に疫学データによる分析を行い、ナッジ理論の検

証を行った。2014〜22 年の休業 4 日以上の労働者死傷病報告全数データをもとに、性別、年齢、地

域、業種別による転倒災害発生の分析を実施した。転倒災害は男女ともに増加傾向、特に 65 歳以上

で顕著であった。地域別では関東が最多、季節別では 1月に発生数がピークに達する地域が多く、業

種別では商業が最多、2020年以降では社会福祉施設での増加が顕著であった。 

一般住民を対象としたコホート研究では、筋力増強運動や柔軟運動が慢性腰痛や膝痛の発症予防に

関連するかの検証を開始した。身体活動のタイミング（日内変動）に関する研究ではスマートフォン

アプリ「パ・リーグウォーク」の利用者の歩数データを用いて、身体活動のタイミング（日内変動）

についても調査を開始した。日本における COVID-19問題による社会・健康格差評価研究（JACSIS研

究）のインターネット調査データを用いた横断研究では、19,318 人の就労者を解析し、最近 1 年間

の転倒経験あり割合は全体で 6.2％であった。属性別においては、男性が 7.2％、16〜19歳が 11.4％、

農業・林業・水産業・漁業が 13.0％、建設・採掘職が 14.1％であった。転倒災害が増加する職場と

して社会福祉施設をターゲットとし、管理者へヒアリングを行い、転倒リスクのある作業場や作業を

調査し、従業員に対して転倒リスクの認知度と転倒の回避行動を評価するためのアンケ－トの作成を

行った。 

本研究では、疫学分析と産業保健・作業環境管理分析の相互的な分析が順調に進行している。転倒

や腰痛災害の予防に対する行動経済学的アプローチの効果検証を引き続き実施する。 
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研究分担者・所属機関名・職名 

財津將嘉・産業医科大学高年齢労働者産業保健研

究センター・教授 

宮内博幸・産業医科大学産業保健学部作業環境計

測制御学・教授 

鎌田真光・東京大学・大学院医学系研究科・講師 

田淵貴大・大阪国際がんセンターがん対策センター

疫学統計部・部長補佐 

研究協力者・所属機関名・職名 

仁木真司・産業医科大学高年齢労働者産業保健研

究センター・准教授 

津島沙輝・産業医科大学高年齢労働者産業保健研

究センター・産業医学専修医 

廣橋聡良・産業医科大学高年齢労働者産業保健研

究センター・産業医学専修医 

庄司卓郎・産業医科大学産業保健学部安全衛生マ

ネジメント学・講師 

 

A．研究目的 

労働災害による死亡者数は長期的に減少傾向に

ある。一方、転倒や腰痛を含む休業 4 日以上の死

傷者数は、高年齢労働者の増加に伴い増加し続けて

いる。 

転倒災害は、高齢・女性労働者ほど発生率が高くな

っている。転倒や腰痛といった作業行動に起因する

災害については、骨折や後遺症を伴う重大なものも

散見され、予防対策が喫緊の課題である。一方、軽

度な災害という認識も相まって、従来型の対策のみ

では十分な成果が得られていない。この状況を変え

るためには、従来型の環境側面のみの対策だけでは

効果が限定的なため、環境および個人要因の両方の

側面から総合的予防対策が必要である。新たな予防

アプローチの開発として、行動経済学のナッジ理論

の利活用が候補としてあがるが、安全衛生対策にお

ける効果検証およびその手法の利活用の探索は不

十分である。 

本研究では、転倒や腰痛災害の状況について、既

存ビッグデータ分析、およびアンケートやヒアリン

グ調査を用いて労働災害の傾向やメカニズムを把

握し、ナッジを用いた労働災害防止対策案を検討す

る。さらに、現場における介入を試験的に試み、行

動経済学的アプローチによる効果的な労働災害対

策を提示することを目指す。 

 

B．研究方法 

【１】転倒災害に関する疫学研究 

（１）文献レビューを行った結果、ナッジを用いた

労働災害予防については、まとまったエビデンスや

知見を見つけることが出来なかった。そこで、探索

的に大規模疫学データによる分析を行い、ナッジ理

論が成り立つかの検証を実施した。転倒による労働

災害発生数の推移の分析のため、厚生労働省へ二次

利用申請をし、2014〜2022 年の労働者死傷病報告

データを取得した。観察期間の全死傷病報告件数

1,308,058 件のうち事故型が転倒であったのは

272,710件で、15歳未満となった 104件は除外し、

272,606件を解析対象とした。観察期間における転

倒災害発生数を、性別、年齢、地域（地方別/都道

府県別）、業種それぞれの属性別に集計を行い、そ

の年ごとの推移を示した。地域（都道府県別）につ

いては、月ごとの推移も示した。業種については、

保健衛生業に注目し、業種を細分化した結果も示し

た。 

（２）慢性腰痛・膝痛の発症予防を検証するた

め、一般住民を対象としたコホート研究の 2010

年と 2012年の縦断データ 725人分を整備した。

性・年代別の身体活動の日内変動パターン調査で

は、アプリ「パ・リーグウォーク」利用者の時間

単位の歩数データの利活用の整備を行った。2016

年から 2019年の各 11月の匿名の歩数データ約 5
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万人分から 4131人分のデータが解析対象として

抽出した（鎌田班員による分担研究）。 

（３）就労者の業務中の転倒発生状況を調査する

ために、日本における新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）問題による社会・健康格差評価研究

コホート（JACSIS）の 19,318人の就労者を解析

した。調査期間は 2023年 9月 25日～2023年 11

月 17日で、性別、年齢、業種、職種にて最近 1

年間での転倒経験の有無のクロス集計を行った

（田淵班員による分担研究）。 

 

【２】環境要因の転倒防止策に関する研究： 

（４）社会福祉施設内従業員の転倒防止におい

て、危険回避行動にセンサ－を用いた危険予知ラ

イトの有効性の調査として、福岡県下にある２箇

所の社会福祉施設の管理者へヒアリングを行い、

転倒リスクのある作業場や作業の洗い出しを行っ

た。その情報を元に従業員に対して転倒リスクの

認知度と転倒の回避行動を評価するためのアンケ

－トの作成を行った（宮内班員による分担研

究）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては、関連する法律およ

び機関のガイドラインを遵守し、産業医科大学倫

理委員会（R4-054）、身体教育医学研究所うんな

ん倫理審査委員会（承認番号:R5-3-30-1）、東京

大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会（審

査番号：2019188NI-(3)）、大阪国際がんセンター

研究倫理審査委員会（20084）の承認を得て実施

した。次年度開始予定である介入研究については、

産業医科大学倫理委員会に申請し、審議中である。 

 

C．結果 

（１）国の全数調査において、休業 4日以上の転

倒災害発生数は、男性よりも女性の方が多く、男

女共に増加傾向であった。年齢別では男女共に若

年齢層では横ばいであるが、高齢になるにつれ増

加傾向であった。特に 65歳以上では男女共に、

2022年の発生数が 2014年の約 2倍となってい

た。地方別では 2022年の発生数は男女共に関東

地方が最多、都道府県別では１月に発生数のピー

クのある地域が多くみられた。業種別で全体では

商業、保健衛生業、製造業、運輸交通業、接客娯

楽業の順で多かった。保健衛生業では、社会福祉

施設、病院、一般診療所の順で多く、特に社会福

祉施設で 2020年以降の発生数増加が顕著であっ

た。 

（２）島根県雲南市における一般住民コホートの

725名（41歳から 80歳）を対象に、信頼性検証

済みの質問紙を用いて各種運動の実践と慢性腰

痛・膝痛（3ヶ月以上続く痛み）の 2010年と

2012年の縦断データを調査した。パ・リーグウォ

ークでは、分析対象者 4,131人の基本属性は、平

均年齢 42.5歳（標準偏差 11.6)、女性が 42.7%で

あった。60歳代はサンプル数が少ないものの、20

～50歳代は性・年代別の分析にも十分な数が確保

できたと考えられた。 

（３）JACSISコホートにおいて、最近 1年間に休

業の有無は問わずに就業中に転倒の経験があった

者は 6.2％（男性 7.2％、女性 5.0％）であった。

年齢別では 16〜19歳が 11.4％、業種別では農

業・林業・水産業・漁業が 13.0％、職種別では建

設・採掘職が 14.1％で最多であった。 

（４）文献調査等により職場環境側面からのアプ

ローチとして、転倒災害の起こりやすい場所に危

険回避行動を促す転倒予知ライトの設定の着想に

至り、効果判定の指標を作成した（①危険行動

（ニアミス）回数、②危険回避行動の回数、③転

倒リスクの認知度、④危険回避行動の必要性の主
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観評価）。 

 

D．考察 

転倒災害は、高齢になるほど発生数が多く、特

に高齢女性で非常に多くなっていた。観察期間 8

年の間でも 65歳以上の発生数は約 2倍まで増加

している。インターネットコホート研究では、日

常的な就労者の業務中の転倒発生は年間 6％もあ

ることが明らかとなった。厚生労働省報告の令和

4年休業 4日以上転倒災害発生件数 35,295件を、

総務省統計局労働力調査報告の令和 4年雇用者数

6,041万人を分母にして計算すると、転倒災害発

生率は 0.06％となる。大小を問わず転倒災害自体

の総数は、毎年公表されている統計値の 100倍以

上も発生していることとなる。年齢別では、若年

層の方が転倒発生数は多いため、高齢者は転倒発

生数そのものは若年者より少なくても重大災害に

なっている。2023年からスタートした第 14次労

働災害防止計画において、高年齢労働者ならびに

中高年齢の女性を中心とした転倒災害予防につい

て触れられているが、その重要性は本結果によっ

ても明らかとなった。 

総務省の労働力調査では 65歳以上の雇用者数

は 2014年の 414万人から 2022年は 639万人と増

加は約 1.5倍であるにもかかわらず、転倒災害発

生数が 2倍まで増加している背景には、年齢以外

の要因の可能性もあり得る。地方別では関東地方

が最多であり労働人口に比例していたが、年間を

通して 1月に発生数のピークがある地域が多いた

め、気象や環境要因（降雪や凍結）も考えられ

る。転倒・腰痛災害は、地域や季節の環境要因も

組み込んだナッジによる行動変容にて防止できる

可能性がある。業種別では、保健衛生業が発生数

の多い業種で、特に社会福祉施設での発生数の増

加が顕著であった。2020年以降の増加は、国の全

数調査の結果であるため、理論上は国家規模での

負の影響を与える曝露・介入が起こっていなけれ

ば説明がつかない。よって、新型コロナ感染症の

負のナッジ効果の存在が想定される（感染を避け

るために手すりなどを掴む物理的接触を避ける結

果として転倒が増える）。ナッジ理論による労働

安全衛生対策の理論的根拠をより頑健なものにす

るためには、さらに詳細な検証が必要であり、年

齢調整を行った発生率による非連続性回帰分析な

どの行動経済学分野の統計モデルで検証を行う予

定である。 

一般住民のコホート研究では、日常生活での詳

細な筋力増強・柔軟運動種目別の実践状況と慢性

腰痛・膝痛の発症との関連を明らかにする準備が

整った。さらにはスマートフォンでの歩数データ

にて、平日・週末を考慮した上での性・年代別の

行動の日内変動パターンの調査を開始している。

さらには、職場環境への介入として、対光反応

（瞳孔の瞳孔括約筋および瞳孔散大筋は自律神経

支配のため、疲労や年齢による影響は比較的受け

難い）を利用した転倒危険予知ライトの検証も予

定している。今後は、環境と個人要因の両方の側

面からの総合的な転倒・腰痛の１次予防に加え

て、転倒災害が発生したとして大怪我に繋がらな

いような２次予防の検証も行う。 

 

E．結論 

労働災害疫学データの検証により、各属性別の

転倒災害発生の推移や発生状況を明らかにした。

年齢や業種、地域などで転倒パターンが異なるた

め、今後は、ターゲット集団を絞り行動経済学を

取り入れたアプローチを検討し、介入戦略立案に

資する知見を創出していく。
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転倒による労働災害の属性別発生数の推移：記述疫学研究 

 

研究協力者 津島 沙輝 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

研究協力者 仁木 真司 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

研究協力者 廣橋 聡良 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

研究代表者 財津 將嘉 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

 

研究要旨 

【目的】日本における転倒による労働災害の属性別の発生数の推移やパターンを明らかにする。 

【方法】本研究は日本の転倒災害の全数データの記述分析である。観察期間は 2014～2022年、データ

は厚生労働省へ二次利用申請をして取得した労働者死傷病報告を用いた。評価項目は転倒災害発生数

で、性別、年齢、地域（地方別/都道府県別）、業種別に集計を行い、経年推移を記述した。地域（都

道府県別）については月毎の推移、業種については保健衛生業に注目し細分化した記述を行った。 

【結果】転倒災害発生数は男女共に増加傾向であった。年齢別では、高齢であるほど転倒災害発生数

が多く、特に 65歳以上の群の増加が顕著であった。地域別では、2022年の地方別発生数は関東、中

部、近畿、九州、東北、北海道、中国、四国の順に多かった。月毎の推移では 1月に発生数のピーク

がみられる地域が多かったが、中部、近畿、中国、四国、九州ではピークのみられない地域が存在し

た。業種別では、2022年の業種別発生数は、男性では運輸交通業、製造業、商業、建設業、その他の

事業の順で、女性では保健衛生業、商業、製造業、接客娯楽業、清掃・と畜業の順で多かった。保健

衛生業では、社会福祉施設、病院、一般診療所の順で多く、特に観察期間の 2020 年以降において社会

福祉施設の増加傾向が顕著であった。 

【結論】日本の転倒災害について、性、年齢、地域、業種による記述疫学的なパターンが初めて明ら

かになった。これらのベースラインの基礎的知見をもとに、より精度の高い年齢調整発生率を用いた

分析、行動経済学の理論を取り入れた統計モデルによる分析、およびターゲット集団におけるナッジ

を組み込んだ効果的な労働災害防止対策の効果の検証を継続する。 

 

 

A. 研究目的 

本邦の労働災害発生状況について、令和４年

の厚生労働省の報告 1)では死亡者数は減少傾向に

ある。一方で、休業４日以上の死傷者数は長期

的には減少傾向にあるものの、近年増加傾向に

あることが示されている。中でも転倒災害は全
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体の 26.7％と労働災害の型別死傷者数の第１位

となっており、転倒災害防止対策は労働安全衛

生において喫緊の課題である。 

増加し続けている転倒災害に対し、従来型の

対策に加えて新たな予防アプローチの検討が必

要であると考えられるが、まずは高年齢労働者

の増加等の社会構造の変化に伴う、現状の把握

が不可欠である。労働災害の傾向については、

我々が発表した公開されている労働者死傷病報

告データ（休業 4日以上）を用いた手法および

結果が参考になるが 2,3)、これらの研究でのアウ

トカムは死亡および全労働災害のみであり、具

体的な転倒や腰痛災害などの実態の把握には公

開されているオープンデータでは限界があっ

た。さらに、文献レビューを行った結果、ナッ

ジを用いた労働災害予防については、まとまっ

たエビデンスや知見を見つけることが出来なか

った。 

そこで、本研究では、転倒予防についての第

１歩として疫学的アプローチによる現状把握を

最優先事項とした。具体的な労働災害の実態を

把握できる国の労働災害全数データの 2次的デ

ータを取得し、転倒による労働災害の属性別発

生数の推移を明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究デザイン 

本研究は、本邦の労働災害の全数調査データを

用いた記述疫学分析である。観察期間は 2014年～

2022年とした。 

 

２．データソース 

本研究では、厚生労働省へ統計情報の二次利用

申請をして取得した、労働者死傷病報告を使用し

た。 

 

３．集計項目 

観察期間の全死傷病報告件数 1,308,058件のう

ち、事故型が転倒に該当するものは 272,710件で

あった。さらに災害時年齢（労働災害発生日から

生年月日を差し引いたもの）を算出し 15歳未満と

なった 104件は除外し、計 272,606件を解析対象

とした。 

基本属性は性別［男性、女性］、年齢［19 歳以

下、20－24歳、25－29歳、30－34歳、35－39歳、

40－44歳、45－49歳、50－54歳、55－59歳、60

－64歳、65歳以上］、地域（地方別）［北海道地方、

東北地方、関東地方、中部地方、近畿地方、中国

地方、四国地方、九州地方］、地域（都道府県別）

［北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山

形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石

川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫

県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知

県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、

宮崎県、鹿児島県、沖縄県］、業種［製造業、鉱業、

建設業、運輸交通業、貨物取扱業、農林業、畜産・

水産業、商業、金融・広告業、映画・演劇業、通

信業、教育・研究業、保健衛生業、接客娯楽業、

清掃・と畜業、官公署、その他の事業］とした。

その他の事業には、派遣業、警備業、情報処理サ

ービス業が含まれる。 

さらに、先行研究で全労働災害の年齢調整発生

率が増加傾向であることが明らかとなった保健衛

生業については（津島ら 2023）、業種を細分化し、

中分類［医療保健業、社会福祉施設、その他の保

健衛生業］と小分類［病院、一般診療所、その他

の医療保健業、社会福祉施設、浴場業、その他］
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に分けて解析した。 

 

４．分析方法 

各年の転倒災害発生数を基本属性ごとに集計し、

観察期間における推移を示した。また地域（都道

府県別）については、各月の転倒災害発生数の推

移を示した。 

 

５．倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては、産業医科大学倫理

委員会（R4-054）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

男女別の転倒災害発生数とその推移を表１、図

１に示す。男性よりも女性の方が発生数は多く、

また観察期間で男女共に増加傾向であった。 

年齢別の転倒災害発生数とその推移を表２、図

２に示す。図２より、観察期間における発生数は

男女共に若年齢層では横ばいであるが、高齢にな

るにつれ増加傾向であった。特に 65歳以上では男

女共に、2022年の発生数（全体9,596件/男性3,217

件/女性 6,379件）が 2014年の発生数（全体 4,248

件/男性 1,560件/女性 2,688 件）と比較し約２倍

となっていた。 

地方別の転倒災害発生数とその推移を表３、図

３に示す。2022 年の発生数は男女共に関東地方、

中部地方、近畿地方、九州地方、東北地方、北海

道地方、中国地方、四国地方の順に多かった。 

都道府県別の転倒災害発生数の月次推移を図４

に示す。年間を通して、１月に発生数のピークの

ある地域が多くみられた。一方で中部地方、近畿

地方、中国地方、四国地方、九州地方の中にはピ

ークのみられない府県が存在した。 

業種別の転倒災害発生数とその推移を表４、図

５に示す。2022年の発生数の上位５つは、全体で

は商業、保健衛生業、製造業、運輸交通業、接客

娯楽業で、男性では運輸交通業、製造業、商業、

建設業、その他の事業で、女性では保健衛生業、

商業、製造業、接客娯楽業、清掃・と畜業であっ

た。 

保健衛生業の業種を細分化した転倒災害発生数

の推移を図６、図７に示す。保健衛生業での発生

数は社会福祉施設、病院、一般診療所の順で多か

った。観察期間の 2020年以降においては、特に社

会福祉施設に従事する女性の発生数増加が顕著で

あった。 

 

D．考察 

本研究では、日本の転倒による労働災害の性・

年齢・地域・業種による属性別の詳細な記述疫学

的なパターンを初めて明らかにすることができた。 

年齢別の転倒災害発生数においては、厚生労働

省の公表１）と同じように、高齢になるほど発生数

は多く、特に高齢女性の発生数は非常に多くなっ

ていた。観察期間 8 年の間でも 65 歳以上の発生

数は約 2倍まで増加している。2023年 4月からス

タートしている第 14 次労働災害防止計画 4）にお

いて、高年齢労働者ならびに中高年齢の女性を中

心とした労働災害防止対策の中で転倒について触

れられているが、その重要性が本研究結果からも

改めて示唆される。また総務省統計局の労働力調

査 5）より、65 歳以上の雇用者数は 2014 年の 414

万人から 2022 年は 639 万人となっている。その

増加は約 1.5倍であるにもかかわらず、転倒災害

発生数が 2倍まで増加している背景には、高年齢

労働者の増加だけではない別の要因が存在する可

能性がある。これらについては、我々が全労働災

害の年齢調整発生率の経年変化でも示唆したのと

同様であり 2）、より詳細な分析が今後必要である。 

地方別の結果より、2022年の発生数は男女共に
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関東地方、中部地方、近畿地方、九州地方、東北

地方、北海道地方、中国地方、四国地方の順に多

かったが、これはおおむね地方別人口の順番 6）に

一致していた。ただし、2022 年の北海道地方の人

口は 514万人、中国地方の人口は 713.7万人であ

るにも関わらず、北海道地方の発生数は中国地方

より多い。このことから、北海道地方では転倒災

害の発生率が通常より高いことが考えられる。降

雪量の多さが関係していると推察され、同様に降

雪量の多い東北地方でも転倒災害の発生率が高い

といえるだろう。さらには都道府県別の月次推移

の結果からもわかるように、年間を通して 1月に

発生数のピークがある地域が多い。冬季の転倒の

原因としては、降雪による足元の不安定化、寒冷

による筋肉の動かしにくさ、厚着による物理的な

身体の動かしにくさ、日照時間が短いことによる

見通しの悪さなどが挙げられる。このように、作

業環境や作業内容にもよるが、従来通りの転倒対

策はもちろんであるが、労働災害予防では全体と

してはあまり意識されていない地域・季節別の特

性を考慮した行動経済学的アプローチを生かした

介入方法の開発が必要となるだろう。 

一方で都道府県別の結果では、1 月に発生数の

ピークがみられない地域もあった。中部地方、近

畿地方、中国地方、四国地方、九州地方の比較的

降雪の少ない府県があてはまると考えられた。そ

の中でも沖縄県は、7 月から 9 月の夏季に発生数

が多い傾向が見られた。沖縄県は第三次産業の多

い地域である。特に夏季には観光客と共に労働者

の一時的な増加、業務負担の増加が考えられ、転

倒災害の増加につながっている可能性がある。定

常ではない作業の増加も想定され、それぞれの産

業にあわせた労働災害防止対策の検討が必要だろ

う。これらの季節や地域別の分析については、「エ

コロジカル」な分析結果の範疇ではあり、ベース

ライン調査の第１報という位置付けではあるが、

海外研究協力機関（ハーバード大学、ボストン大

学等）からも大変興味深い結果であるとのコメン

トをもらっており、これまでは意識されていない

行動経済学的視点による詳細な更なる分析が今後

必要である。 

業種別の結果より、発生数の多い業種は男女で

異なっていた。業種により従事する男女の比率、

さらには年齢の比率は異なる。性年齢別で、労働

安全衛生教育の受講意欲や受講姿勢には違いがあ

ることが予想され、労働対策を講じる側の指導の

仕方、標示の方法も課題となると考えられた。 

加えて、本研究では業種の中でも先行研究で全

労働災害が増加傾向であった保健衛生業を取り上

げ（津島ら 2023）、業種を細分化した推移を明ら

かにした。保健衛生業は全業種の中でも 2番目に

発生数の多い業種であったが、観察期間における

社会福祉施設の発生数（特に女性）の増加は顕著

であった。高齢化社会に伴う社会福祉施設の労働

者の増加、高年齢労働者の増加、社会の変化にと

もなう業務負荷の増加など様々な理由が推察され

るが、この増加を止めるための積極的な介入が必

要であり、さらにはより詳細な原因・集団の分析

が重要になってくるだろう。さらには、暫定的結

果ではあるが、日本の 2015年の全雇用者を基準人

口とし 10 歳年齢階級を用いた直接法による年齢

調整発生率を用いた Joinpoint regression の解

析では、2014年から2022年の間のannual percent 

change（APC）が 3.50（P<0.05）であり、年齢調整

転倒災害発生率が年3.5%ずつ有意に上昇している

ことが分かってきた。また、商業では 2020年以降

に APC が 7.43 と有意に上昇しており、対人的サ

ービスを必要とする業種において、新型コロナウ

イルス感染症による負の影響が考えられる。さら

には大規模インターネットコホート研究から、リ
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モートワークを行うことにより喫煙者の喫煙量が

増加し、結果として虚血性心疾患が増加する可能

性も示唆された 7）。よって、これらの疫学データ

からも、労働災害において行動経済学的な影響、

特にナッジセオリーに関する効果が（プラスにせ

よマイナスにせよ）あり得ることが示唆された。 

本研究では転倒災害の属性別発生数の推移を明

らかにすることができたが、上記で示したように、

年齢、地域、業種といった属性ごとで転倒のリス

クは異なり、労働災害防止対策の内容や周知の時

期、対象者もリスクにあわせて変える必要がある

といえる。ナッジ等の行動経済学的なアプローチ

を行う際には対象とする行動と集団の設定が必要

であり、その現状をより正確に把握するためにも、

今回のような疫学研究は非常に意義があると考え

る。 

また、具体的な職場におけるナッジ等を用いた

転倒予防の介入方法の開発において、環境と個人

の両方へ働きかけることが出来る行動経済学的な

アプローチが必要である。海外研究協力者と協議

をすすめ、特に近年注目されている個人のバラン

ス機能向上の可能性があるスポーツに注目し（氷

上スポーツであるアイススケートやアイスホッケ

ー、マリンスポーツであるサーフィンなど）8-15)、

単なるスクワット等の筋力トレーニングではなく

持続して「楽しむ」というナッジを組み込んだ運

動を継続することによって、結果としてバランス

機能が向上し転倒が予防されるという仮説のもと、

予備的なデータ収集や運動介入を開始している。

暫定結果として、サーフィンやアイスホッケーの

実施により Romberg率の改善および持続が見られ

ており（1.6→1.4→1.3）、アイススポーツを普段

から行っている集団の方が、Romberg 率が小さく

個人要因の介入手法としての可能性があることも

明らかになった（1.5 vs 1.3）。次年度以降、これ

らの蓄積されたデータをまとめて成果報告を行う

予定である。また、環境要因として、企業等で良

く行われているメール等の一斉配信による周知で

は、ほとんど効果が無いことも明らかになった。

現在のところエビデンスが無いことから、効果的

な転倒予防の介入方法の開発については、ショー

ト動画を用いた介入方法の確立、非接触型モーシ

ョンキャプチャによる動作解析を用いたフィード

バック方法の確立などを実験的に開始している(図

８)。これらのアプローチについては、試行錯誤し

ながら実証実験を重ねていく予定である。 

 

E．結論 

本研究では 2014〜2022年の間の属性別転倒災

害発生数の推移を明らかにした。世界的にみて

も労働災害に関する国の全数調査・全数登録デ

ータを用いた研究はほとんど実施されていない

ため、今後も様々な視点から労働災害の疫学研

究を進めていくことが重要である。本研究で明

らかになった知見を活かし、年齢や業種、地域

などの詳細な集団をターゲットとした、より具

体的かつ効果的な労働災害防止対策やナッジ等

の行動経済学を取り入れたアプローチの検討が

必要である。 

今後は、これらのベースラインの基礎的知見

をもとに、より精度の高い年齢調整発生率を用

いた分析、行動経済学の理論を取り入れた統計

モデルによる分析、およびターゲット集団にお

けるナッジを組み込んだ効果的な労働災害防止

対策の効果の検証を継続する。 
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① 津島 沙輝, 仁木 真司, 財津 將嘉. 労働災害

の年齢調整発生率の推移：公開統計を用いた
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分析. 産業医学ジャーナル. 2023;46(4): p48-57. 

② Zaitsu M, Ishimaru T, Tsushima S, 

Muramatsu K, Ando H, Nagata T, Eguchi H, 

Tateishi S, Tsuji M, Fujino Y. Incidence 
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workers: a nationwide web-based cohort 
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表１．転倒災害発生数 

 男性 女性 全体 

2014 12,215 14,749 26,964 

2015 11,362 14,572 25,934 

2016 11,407 15,728 27,135 

2017 12,039 16,251 28,290 

2018 14,132 18,978 33,110 

2019 12,878 18,409 31,287 

2020 12,650 18,271 30,921 

2021 13,721 19,949 33,670 

2022 14,365 20,930 35,295 
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図１．転倒災害発生数の推移 
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表２．年齢別の転倒災害発生数 
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図２−１．年齢別（全体）の転倒災害発生数年次推移 
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図２−２．年齢別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図２−３．年齢別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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表３．地方別・性別の転倒災害発生数 

    北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全数 

全体 2014 1,674 2,254 7,884 4,992 4,371 1,616 878 3,295 26,964 

  2015 1,794 1,912 7,455 4,514 4,640 1,550 840 3,229 25,934 

  2016 1,855 2,175 7,826 4,711 4,470 1,577 895 3,626 27,135 

  2017 1,925 2,398 7,660 5,167 4,940 1,720 975 3,505 28,290 

  2018 1,961 2,948 9,351 6,127 5,515 1,951 1,069 4,188 33,110 

  2019 1,982 2,436 9,098 5,436 5,386 1,817 1,081 4,051 31,287 

  2020 2,002 2,420 8,857 5,338 5,267 1,869 1,088 4,080 30,921 

  2021 2,155 3,044 9,179 6,036 5,685 1,994 1,110 4,467 33,670 

  2022 2,281 3,253 10,115 6,401 5,886 1,958 1,121 4,280 35,295 

男性 2014 838 1,046 3,766 2,188 1,976 721 392 1,288 12,215 

  2015 842 895 3,316 1,919 2,088 663 367 1,272 11,362 

  2016 911 976 3,316 1,896 1,872 696 391 1,349 11,407 

  2017 971 1,068 3,326 2,149 2,125 720 405 1,275 12,039 

  2018 891 1,270 4,096 2,523 2,394 891 485 1,582 14,132 

  2019 938 1,045 3,750 2,266 2,198 729 450 1,502 12,878 

  2020 896 1,023 3,596 2,263 2,145 788 450 1,489 12,650 

  2021 1,006 1,296 3,696 2,514 2,326 824 446 1,613 13,721 

  2022 1,070 1,375 4,186 2,558 2,369 792 468 1,547 14,365 

女性 2014 836 1,208 4,118 2,804 2,395 895 486 2,007 14,749 

  2015 952 1,017 4,139 2,595 2,552 887 473 1,957 14,572 

  2016 944 1,199 4,510 2,815 2,598 881 504 2,277 15,728 

  2017 954 1,330 4,334 3,018 2,815 1,000 570 2,230 16,251 

  2018 1,070 1,678 5,255 3,604 3,121 1,060 584 2,606 18,978 

  2019 1,044 1,391 5,348 3,170 3,188 1,088 631 2,549 18,409 

  2020 1,106 1,397 5,261 3,075 3,122 1,081 638 2,591 18,271 

  2021 1,149 1,748 5,483 3,522 3,359 1,170 664 2,854 19,949 

  2022 1,211 1,878 5,929 3,843 3,517 1,166 653 2,733 20,930 
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図３−１．地方別（全体）の転倒災害発生数年次推移 

 

 

図３−２．地方別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図３−３．地方別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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図４．都道府県別の転倒災害発生数月次推移 
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＜関東地方＞ 
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＜中部地方＞ 
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＜四国地方＞ 
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表４．業種別の転倒災害発生数 
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図５−１．業種別（全体）の転倒災害発生数年次推移 
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図５−２．業種別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図５−３．業種別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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図６．保健衛生業（中分類）の転倒災害発生数年次推移 
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図７．保健衛生業（小分類）の転倒災害発生数年次推移 
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図 8．個人要因のバランス機能向上と人間工学的な動作解析に着目した自然環境下で行うスポーツによ

る持続可能な楽しみを組み込んだナッジングによる運動介入の一例. 
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2023年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業） 

『ナッジ』等の行動経済学的アプローチによる労働災害防止の取り組み促進に資する研究 

分担研究報告書 

 

センサ－を用いた転倒予知ライトを用いた危険回避行動の誘発について 

～社会福祉施設や大学内における検証～ 

 

研究分担者 宮内 博幸 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学講座 

研究協力者 庄司 卓郎 産業医科大学 産業保健学部 安全衛生マネジメント学講座 

 

研究要旨 

【目的】 

社会福祉施設内従業員の転倒防止において、危険回避行動にセンサ－を用いた危険予知ラ

イトの有効性を明らかにすることを目的とした。2023 年度は調査対象事業所よりヒヤリン

グを行い、有効なアンケ－トの作成を目的とした。 

【方法】 

 福岡県下にある二箇所の社会福祉施設の管理者へヒヤリングを行い、転倒リスクのある作

業場や作業の洗い出しを行った。その情報を元に従業員に対して転倒リスクの認知度と転倒

の回避行動を評価するためのアンケ－トの作成を行った。 

【結果】 

作成したアンケートを集計することで、実際に存在する転倒リスクに対してナッジにより

従業員の転倒リスクの認知と意識、および転倒の回避行動を評価することが可能となった。 

【結論】 

作成したアンケ－トにより、危険予知ライトを活用して転倒リスクの認知度と転倒回避行

動の必要性の客観的な評価が可能となった。 

 

 

A. 研究目的 

労働災害による死亡者数は長期的に減少

傾向にある一方、転倒や腰痛を含む休業4日

以上の死傷者数は、高年齢労働者の増加に

伴い増加し続けている。この状況を変えるた

めに、新たな予防アプローチとして、行動経

済学をベースとした Thaler & Sunstein に

よるナッジ理論 1)による対策を考えた。ナッ

ジは経済的なインセンティブや行動の強制

をせずに行動変容を促す戦略・手法であり、

規則等でしばり強制するのではなく、自ら安

全、健康な行動をとるように誘導することで

ある。英国では 2010年に内閣府内組織とし

てナッジユニット（ナッジ活用を推進する公

的組織）として The Behavioural Insights 

Team（BIT）が設立された。BIT はチェッ



 

 
2 

クリスト型のフレームワークの項目として

Messenger、 Incentives、Norms、Defaults、

Salience、 Priming、Affect、Commitment、

Ego (MINDSPAC)を提唱した 2)。本調査で

はこの MINDSPAC を基本とし、特に

Salience(顕著性)である目新しいものや自身

に関係ありそうなものに注意が向くという

特性を考慮し、高齢者福祉施設で働く労働

者を対象にナッジを用いた労働災害防止対

策を立案した。その方法としてセンサ－を用

いた転倒予知ライトの設置を計画した。転倒

を予知した時に光を発し、光は瞳孔の対光反

応による刺激となり、注意へと向く特性を活

用した。光の瞳孔を介した刺激は自律神経系

の活動のため 3)、無意識の中で行われ、作業

の中断も少なく、注意の持続といった過度の

心理的負担にはならない。 

高齢者福祉施設内にて働いている従事者

を対象にナッジを用いた労働災害防止対策

の効果を検討して有効性について検証する

ことを目的とし、今年度は特にナッジ導入に

よる効果を検証するために有効なアンケ－

トの作成を行った。 

 

B. 研究方法 

１．研究デザイン 

2箇所の社会福祉施設を対象に、管理者に

対してヒヤリングを行った。段差、障害物の

ある場所、浴室や厨房およびモップ掛け直後

などの床が濡れて滑りやすい場所、衝突しや

すい出入口付近を中心に、躓きや転倒、衝突

のリスクの高い場所が存在することが明確

となった。これらの場所のうち特に重要な場

所について選定を行い、当該場所に危険回避

行動対策用の転倒予知ライトを約 1 箇月間

設定し、その効果を検証する。効果判定の指

標として以下を考えた。 

1) 危険行動（ニアミス）回数：録画を行い

分析し、転倒ニアミス回数を計測する。 

2) 危険回避行動の回数：撮影を録画し、転

倒や衝突の回避回数を計測する。 

3) 転倒リスクの認知度：アンケートによる

集計を行い、転倒の起こりそうな場所を認識

しているか、その場所を危険と認識している

か等の確認を行う。 

4) 危険回避行動の必要性の主観評価：アン

ケートによる集計を行い、危険を回避するた

めにどのような行動が必要か、その行動をや

っているか等を確認する。 

 

2．対象施設および被験者 

対象施設および被験者は、福岡県下にある

二箇所の社会福祉施設内（A、B）とした。

従業員数は下記であり、全員についてアンケ

ートを行う。 

従業員数 施設 A約 40名 

従業員数 施設 B約 20名 

 

３．測定項目 

1) 録画の解析により、転倒・衝突ニアミス

回数を計測する。ニアミス回数／その場所へ

の接近回数を求める。 
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2) 録画の解析により、危険回避行動の回数

を計測する。危険回避行動の回数／その場

所への複数の人の接近回数を求める。 

3) 転倒危険リスクの認知度：アンケート 

転倒の起こりそうな場所を認識しているか、

その場所を危険と認識しているか等を確認

する。 

4) 転倒危険回避行動の必要性の主観評価：

アンケート 

危険を回避するためにどのような行動が必

要か、その行動をやっているか等を確認する。 

 

４．解析方法 

 上記の測定項目から得られる指標、すなわ

ち、危険行動（ニアミス）回数、危険回避行

動の回数、危険リスクの認知度および危険回

避行動の必要性の主観評価を主要評価項目

として、対策の前後、対策の種類（ナッジ／

ナッジ以外）による差を検定する。 

 

５．倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては、産業医科大学

倫理委員会に申請し、審議中である。 

 

C. 研究結果 

作成したアンケ－トを表１に示した。 

 

D. 考察 

作成したアンケ－トにより、転倒危険予知

ライトを活用して転倒リスクの認知度と転

倒回避行動の必要性の客観的な評価が可能

となる。 

 

結論 

対光反応である瞳孔の瞳孔括約筋および

瞳孔散大筋は自律神経により支配されてお

り、疲労や年齢による影響は比較的受け難い

と言われている。今後、高年齢労働者が増加

し続けることを考慮すると、新たな予防アプ

ローチとしてのナッジの活用の有効性が期

待される。 

 

E. 研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

2. 学会発表 

 なし 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし 

 

文献 

１） Richard Thaler H. and Cass Sunstein 

R, Nudge, 1, Penguin, 2008 

２ ） Paul Dolan, Michael Hallsworth, 

David Halpern, Dominic King, and 

Ivo Vlaev,  



 

 
4 

“ MINDSPACE Influencing 

behaviour through public policy”, 

Cabinet  Office, Institute for 

Government, 2010 

3) H Miyauchi, T Aoki. Evaluation of 

Eye Fatigue for VDT Work Using 

Optical Response Analyze. JSSE 

60(2)93-100,2021  

 

 



 5 

 

表 1  転倒・衝突防止に関するアンケート（案） 

 

質問１ あなたが職場で仕事中に怪我をしないように気をつけていることを３点選んで記載して下さい。 

 ①                                                         

 ②                                                         

 ③                                                         

 

質問２ あなたの職場で仕事中に怪我のリスクがあると感じられる箇所を、３カ所あげて下さい。無ければ“無し”

と記載して下さい。 
 

 ①                                                         

 ②                                                         

 ③                                                         

 

質問３ あなたが職場で仕事中に怪我をしないように事業者からどのような安全教育が行われていますか？覚え

ている範囲で構いませんのでなるべく具体的に教えて下さい。 
 

                                                            

                                                            

 

質問４ あなたご自身で、体力向上や健康維持を目的として、何らかの活動をされていますか？ （例：スポー

ツジムに通う、水泳教室に通う、ストレッチをする 等） わかる範囲で時間や頻度も教えて下さい。 
 

                                                            

                                                            

 

質問５ あなたの普段の行動について、あてはまる番号に○をつけて下さい。 

                                         まったく  まあ  どちら  あまり  まったく 

                                          その   そうだ  とも    そう    そう 

                                         とおりだ       いえない  でない でない 
 

１）勘違いやミスをしないようにしっかり確認をする          ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

２）職場内の危険な場所について認識している            ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

３）物を持ち上げる時は腰を痛めないよう姿勢に気をつける   ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

４）入居者の移乗時にはマニュアルをしっかり守る           ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

５）滑りやすい床面では転倒に注意する                 ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 
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111111111111111111111111111111111111111111111111111 まったく  まあ  どちら  あまり  まったく 

                                          その   そうだ  とも    そう    そう 

                                         とおりだ       いえない  でない でない 
 

６）廊下を移動中に、出会い頭の衝突に注意する          ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

７）床面が濡れているところでは滑らないように注意する      ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

８）カート等を押して移動する際は物が落ちないように気をつける ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

９）階段を昇降時には段を踏み外さないように気をつける     ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

10）荷物運搬時は足下の視界を確保する                         ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

 

11）荷物運搬時は荷物を落とさないようにしっかり持つ        ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

12）廊下の見通しの悪い箇所では確認してゆっくり歩く       ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

13）職場では滑りにくい靴を履いている                    ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

14）棚の上の物をとるときはちょっとでも台や脚立を用いる      ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

15）スクワット等の要素を含む足腰を鍛える運動を行っている   ５－－－４－－－３－－－２－－－１ 

 

質問６ あなたが普段職場で取るのは右、左どちらの行動ですか。あてはまる番号に○をつけてください。 

(1) 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

 

(２) 

 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

 

(３) 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

廊下では他の人との衝突

を避けるため左側を歩く 

廊下では壁や荷物との衝

突を避けるため中央を歩く 

廊下では時間がもったい

ないので早足で移動する 

廊下では人との接触を避

けるため安全を確認しなが

らゆっくり移動する 

廊下では滑って転ばない

ように下をよく見て歩く 

廊下では人との接触を避

けるため前をよく見て歩く 
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(４) 

 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

 

(５) 

 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

 

(６) 

 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

 

(７) 

 

 

       常に左側の    左側の行動を     わからない     右側の行動を      常に左側の 

行動をとる    とることが多い                    とることが多い       行動をとる 

                  

       ５―――――――４―――――――３―――――――２―――――――１ 

薄暗い廊下はよく見えず

危険なので注意して歩く 

ライトアップされている廊

下は危険箇所かもしれ

ないので注意して歩く 

廊下で前を歩いている人が右

側を歩いていたら、すぐ後ろに

ついて自分も右側を歩く 

廊下で前を歩いている人が右

側を歩いていたら、ぶつからな

いように自分は左側を歩く 

 

廊下で前方からこちらに歩いてくる

人が左側を歩いていたら、自分は

反対側（右側）を歩く 

廊下で前方からこちらに歩い

てくる人が左側を歩いていた

ら、自分はもっと左側を歩く 

 

すべりやすい廊下では 

歩幅を小さくしてゆっくり 

歩く 

すべりやすい廊下では 

床面をよく見て滑らない 

場所を選んで歩く 
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質問７．あなたの職場での転倒や他の人との衝突事故体験についておうかがいします。 

（1）今までご自身が、転倒したり、人に衝突したりしたことはありますか。 

   ない 

   ある → どのような状況でしたか。 

                                      

 

（2）職場で、転倒や衝突の現場を見たり、話を聴いたりしたことがありますか。 

   ない 

   ある → どのような状況でしたか。 

                                      

 

質問８ 職場で転倒しそうな場所、作業はありますか。 

   ない → 質問 10 へお進み下さい。 

   ある → 質問 9 へお進み下さい。 

 

質問９ 職場で転倒しそうな場所、作業について 

（1）状況を簡単に説明して下さい。 

                                       

（2）何も対策をしなかったら、転倒する人はどのくらいの頻度で出ると思いますか。当てはまる記号に○をつけて

下さい 
 

   a) 毎日  b) ２～３日に１回    c) １週間に１回    d) １ヶ月に１回     

e) ２～３ヶ月に１回   f) 半年に１回   g) １年に１回    h)それ以下 

 

（3）ご自身がその場所を通るとき、何か転倒を回避する行動をしていますか。 

   いいえ 

   はい → 具体的には 

                                      



 9 

 

 

 

（４）職場として、この場所の転倒防止のための対策が必要だと思いますか。 

   いいえ 

   はい → 具体的には 

                                      

 

質問 10 職場で人と衝突しそうな場所、作業はありますか。 

   ない → 質問 12 へお進み下さい。 

   ある → 質問 11 へお進み下さい。 

 

質問 11 職場で人と衝突しそうな場所、作業について 

（1）状況を簡単に説明して下さい。 

                                       

（2）何も対策をしなかったら、人同士の衝突はどのくらいの頻度で出ると思いますか 

   毎日 ２～３日に１回 １週間に１回 １ヶ月に１回 ２～３ヶ月に１回 

   半年に１回 １年に１回 それ以下 

 

（3）ご自身がその場所を通るとき、何か人との衝突を回避する行動をしていますか。 

   いいえ 

   はい → 具体的には 

                                      

 

（４）職場として、この場所の衝突防止のための対策が必要だと思いますか。 

   いいえ 

   はい → 具体的には 
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質問 12 （連想法） 例にならって、与えられた語から連想される言葉を１分間でできるだけたくさん書いてくだ

さい。 

 

注意：与えられた語から直接連想される言葉を書いてください。 

    〇 『赤』 → りんご 郵便ポスト トマト 赤信号 

    × 『赤』 → りんご ジュース サイダー 

（１） 『転倒』という語から連想される言葉を１分間でできるだけたくさん書いて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 『転倒防止』という語から連想される言葉を１分間でできるだけたくさん書いて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査へのご参加ありがとうございました。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

一般住民を対象とした身体活動の運動器疾患との関連及び日内変動に関する疫学調査 

 

研究分担者 鎌田真光 東京大学大学院医学系研究科 健康教育・社会学分野 講師 

 

研究要旨： 

腰痛・膝痛や転倒の予防に向けて身体活動は重要な役割を果たしうることがランダム化比較試験を

含めた先行研究で示されているが、自宅での運動実践など、専門家による指導以外の日常的な実践に

よりどの程度予防できるのかといった知見は十分明らかでない。また、人々が「いつ」動いているの

か、という身体活動の日内変動（タイミング）に関する知見は、“ナッジ”要素を含む介入をデザイン

する上でも重要であるが、性・年代別のパターンは明らかになっていない。そこで本研究では、研究

1：一般住民を対象としたコホート研究において、習慣として実践されている種々の運動が慢性腰痛・

膝痛の発症予防に関連するか明らかにすること、研究 2：スマートフォン・アプリ利用者の歩数デー

タをもとに、性・年代別の身体活動の日内変動パターンを明らかにすること、を目的とした。 

研究 1：島根県雲南市における一般住民コホートデータを用いた研究では、様々な種類の筋力増強

運動（筋トレ）・柔軟運動（ストレッチング）の実践が慢性腰痛・膝痛の発症予防に関連するか前向き

コホート研究で明らかにするためのデータ整備を行った。本研究は地域全体で身体活動を促進する地

域介入研究（クラスター・ランダム化比較試験）における対照地域の 2010年と 2012年の縦断データ

725 人分を用いた。質問紙調査が 41 歳から 80 歳の住民を対象に行われており、信頼性検証済みの質

問紙を用いて各種運動の実践と慢性腰痛・膝痛（3 ヶ月以上続く痛み）が調査された。現在、分析を

進めている段階である。 

研究２：身体活動のタイミング（日内変動）に関する研究では、アプリ「パ・リーグウォーク」利

用者の時間単位の歩数データの整備を行った。パ・リーグウォークは野球ファンをターゲットに無料

配信されているスマートフォン向けアプリであり、歩数対戦や歩数ランキングなど身体活動を促進す

る機能がある。本研究では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けておらず、極端な天候の影響を

受けにくく、野球のオフシーズンの期間として、2016 年から 2019年の各 11月の匿名の歩数データを

利用した。この期間の利用者約 5万人から、歩数や性・年齢等のデータの欠損等を考慮した結果、4131

人分のデータが解析対象となった。現在、性・年代別の歩数の日内変動パターンを明らかにする分析

を進めている。 

 

 

Ａ．研究目的 

腰痛・膝痛や転倒の予防に向けて身体活動

は重要な役割を果たしうることがランダム化

比較試験を含めた先行研究で示されている

（e.g., Chou R et al., 2017）。しかし、こ

れらの知見の多くは、専門家による指導下で

行われた介入に基づいているため、このよう

な指導の及ばない自宅等で日常的に実践され

る身体活動・運動によりどの程度これらの運

動器疾患を予防できるのかについては、十分
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明らかになっていない。特に、筋力増強運動

（筋トレ）や柔軟運動（ストレッチング）な

どの特定の種類の運動の効果については、そ

の地域住民における実践状況を評価する手法

が確立していないこともあり、知見が不足し

ている。 

また、実際に身体活動を効果的に促進して

いく方法を考える上での基礎情報として、人々

が「いつ」動いているのか、という身体活動

の日内変動（タイミング）に関する知見は、

“ナッジ”要素を含む介入をデザインする上

でも重要となるが、先行研究は少なく（e.g., 

Martin et al., 2014）、平日・週末を考慮し

た上での性・年代別の日内変動パターンは明

らかになっていない。近年、スマートフォン

の普及と内蔵加速度センサーの利用により、

時間単位の身体活動量の把握も大規模で可能

となっている。 

そこで本研究では、研究 1：一般住民を対象

としたコホート研究において、日常的な習慣

として実践されている種々の運動が慢性腰痛・

膝痛の発症予防に関連するか明らかにするこ

と、研究 2：スマートフォン・アプリ利用者の

歩数データをもとに、性・年代別の身体活動

の日内変動パターンを明らかにすることを目

的とした。 

Ｂ．研究方法 

研究 1：雲南市住民コホート研究 

本研究は、島根県雲南市（人口 41,917人： 

2010年国勢調査、面積 553 km2）における一

般住民を対象としたコホート研究である。本

研究は地域全体で身体活動を促進する地域介

入研究（クラスター・ランダム化比較試験；

Kamada et al., 2018）における対象地域の

2010 年と 2012 年の縦断データ 725 人分を用

いた。対象地域は市内 30地区（公民館区相当）

から人口密度で層別化してランダムに抽出さ

れた 3 地区であり、地域介入は行われず、通

常の保健活動が行われた。2009年にこの地区

に居住する 40-79 歳（当時）の中からランダ

ム抽出された 1,500人（対象 3地区分）を対

象に郵送による自記式質問紙調査が行われ（ク

ラスター・ランダム化比較試験におけるベー

スライン調査）、1,112人の回答（回答率74.1%）

があった。その後、2009年回答者を対象に 1・

3・5年後（2010、2012、2014年）に追跡調査

が行われた。本研究ではこのうち、詳細な運

動種目の調査が実施された2010年をベースラ

インのデータとして用い（対象者年齢：41～

80 歳）、2012 年の新たな運動器の慢性疼痛発

生をアウトカムのデータとして用いた。除外

基準は、施設入居者、要介護・要支援者、自

身で回答が困難な者、外出に介助が必要な者

である。また、2009 年から 2012 年までの間

に 19 人の死亡と 13 人の転出が確認され、同

様に分析から除外された。2010 年と 2012 年

の双方の調査に有効な回答があった者は 725

人であり、本研究の分析対象者とした。 

運動習慣については、筋力増強運動と柔軟

運動について、特に腰痛と膝痛への予防効果

が期待でき、実施割合もある程度見込まれる

種目について、イラストを含めた質問紙が作

成され、調査に用いられた（図 1）。種目と部

位は、柔軟運動が腰部・股関節・臀部・大腿

四頭筋（大腿前面）・ハムストリングス（大腿

後面）、筋力増強運動が腹部・大腿四頭筋の計

7つである。なお、質問紙では実施頻度や期間

なども調査しているが、本研究では実施の有
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無のみを分析に用いた。この調査票の信頼性

については、郵送による再テスト法（10 日間

の間隔）で 2010年に検証されており、本研究

の調査対象となっていない雲南市在住の40～

84 歳 206 人（男 100 人，女 106 人，63.4±

11.9 歳）から 2 回の回答が得られ、7種目に

ついて Cohen のカッパ係数が 0.69（柔軟運

動：大腿四頭筋）から 0.80（柔軟運動：ハム

ストリングス）の範囲であり、高い一致が確

認されている。 

慢性の腰痛・膝痛についても、自記式質問

紙によって把握した。各部位について、この

1年間で痛むことがあったか、その痛みはどの

くらい続いたか、現在も続いているかを尋ね、

「現在まで 3 か月以上続く痛み」を慢性的な

痛みと定義した（Wijnhoven et al., 2006）。

痛みの自記式質問紙につ調査票についても、

運動習慣と同じ集団・方法で再テスト法によ

る信頼性が検証され、中程度以上の一致が確

認されている（Cohen のカッパ係数：0.49（腰）、

0.72（膝））（Kamada et al., 2013）。 

多変量解析における共変量としては、交絡

因子になり得る変数として、性・年齢が住民

基本台帳システムから取得され、Body Mass 

Index（BMI、体重[kg]/身長[m]2）、主観的健康

感、慢性疾患既往、喫煙歴、農作業従事の有

無が 2009年の質問紙で調査された。 

本年度は、様々な種類の筋力増強運動（筋

トレ）・柔軟運動（ストレッチング）の実践が

慢性腰痛・膝痛の発症予防に関連するか前向

きコホート研究で明らかにするためのデータ

整備を行った。統計解析においては、慢性腰

痛・慢性膝痛それぞれ別のモデルで、ベース

ライン（2010年）時点で慢性腰痛（膝痛）の

あった者を除外した上で、2 年後（2012 年）

に新たな慢性腰痛（膝痛）を有しているかを

アウトカムとして、ベースライン時点の各種

運動種目の実践との関連を明らかにする。 

 

研究 2：身体活動の日内変動に関する研究 

本研究は、アプリ「パ・リーグウォーク」

利用者におけるスマートフォンで測定された

時間単位の歩数データを用いた記述疫学研究

である。パ・リーグウォークは 2016年 3月に

無料配信を開始したプロ野球パシフィック・

リーグ 6 球団の公式アプリである。パシフィ

ックリーグマーケティング株式会社（パ・リ

ーグウォーク実行委員会）により運営されて

おり、iPhoneおよびAndroid上で利用できる。

野球ファンをターゲットにしており、歩数ラ

ンキングなど身体活動を促進する機能があり、

特徴的なものとして、実際のプロ野球の試合

に連動して行われる、対戦球団のファン同士

による 1 日合計歩数の対戦（歩数応援合戦）

などがある（図 2）。 

本研究では、身体活動量の指標としてスマ

ートフォン搭載の加速度計によって測定され

た 歩 数 を 用 い た 。 ス マ ー ト フ ォ ン

（iPhone/Android）による歩数測定の妥当性

は、実験室レベルと日常生活環境下の両方で

示されている（e.g., Amagasa et al., 2019; 

Case et al., 2015; Höchsmann et al., 

2018）。歩数のほか、アプリ利用開始時に登録

される情報として性・年齢・身長・体重のデ

ータを分析に用いた。位置情報（GPS）機能を

有効にしている利用者からは、位置情報をも

とに推定された都道府県レベルの居住地情報

も取得した。データは全てパシフィックリー
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グマーケティング株式会社より匿名化された

データの提供を受けて分析した。 

今回の分析では、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けておらず、極端な天候の影響

を受けにくく、また、野球のオフシーズンの

期間として、2016年から 2019年の各 11月の

歩数データを利用した。この期間のアプリ利

用者約 5 万人から、性・年齢等のデータの欠

損がある者や 500 歩/日未満または 10 万歩/

日より多い日の歩数データや、2日以上または

3 時間以上続けて同じ値の歩数を記録した日

の歩数データを除外した結果、4,181 人分の

データが残った。そこから、計算負荷軽減の

ために時間単位歩数ベースで 10分の1にラン

ダムサンプリングを行った結果、4131 人分、

351,626 人時（person-hours）のデータが解析

対象となった。本年度は、性・年代別の歩数

の日内変動パターンを明らかにする分析のた

めに、これらのデータ整備を進めた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、関連する法律および機関のガイ

ドラインを遵守し、研究 1 においてはインフ

ォームド・コンセントを得て、身体教育医学

研究所うんなん倫理審査委員会（承認番

号:R5-3-30-1）の承認を得て実施した。研究

2においてはアプリ利用開始時の利用許諾（プ

ライバシーポリシー）への同意確認が行われ、

東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理委

員会（審査番号：2019188NI-(3)）の承認を得

て実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

研究 1、2ともに分析のためのデータ整備を

進めている段階である。表 1に、研究 2のパ・

リーグウォーク分析対象者 4,131 人の基本属

性をまとめた。年齢の平均（標準偏差）は 42.5 

(11.6)歳、女性が 42.7%であった。60 歳代は

サンプル数が少ないものの、20～50歳代は性・

年代別の分析にも十分な数が確保できたと考

えられる。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、一般住民を対象としたコホー

ト研究において、習慣として実践されている

種々の運動が慢性腰痛・膝痛の発症予防に関

連するか明らかにすること（研究 1）、スマー

トフォン・アプリ利用者の歩数データをもと

に、性・年代別の身体活動の日内変動パター

ンを明らかにすること（研究 2）、を目的とし

た。まず研究 1 に関して、筋力増強運動や柔

軟運動などについては、これまで疫学調査で

利用できる詳細な実施種目の調査方法が確立

していなかった。我々の知る限り、本研究は

地域住民における日常生活での詳細な筋力増

強・柔軟運動種目別（部位別）の実践状況と

慢性腰痛・膝痛の発症との関連を明らかにす

る初めての研究となる。また、研究 2 におい

ても、スマートフォンで得られた大規模な時

間単位の歩数データの強みを活かし、これま

でに明らかになっていなかった、平日・週末

を考慮した上での性・年代別の日内変動パタ

ーンを提示する。 

本研究の限界は、まず研究 1 では、コホー

ト研究であり、運動の実践と痛みとの間の因

果関係を結論づけることはできないことであ

る。また、質問紙調査であり、思い出しバイ

アスや測定誤差等の問題が残る。研究2では、
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第一に、スマートフォンで測定された歩数の

ため、携帯していない時間帯など過小評価と

なってしまう点がある（Amagasa et al., 

2019）。第二に、対象者は野球ファンをターゲ

ットに身体活動促進を目的としたアプリの利

用者のみであり、一般化可能性に注意して解

釈する必要がある。ただし、全国に居住する

対象者の客観的かつ継続的に測定された身体

活動データを利用できることは本研究の強み

である。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、日々の習慣として実践されて

いる種々の運動が慢性腰痛・膝痛の発症予防

に関連するか明らかにすること、そして、性・

年代別の身体活動の日内変動パターンを明ら

かにすることを目的とした。本年度は分析の

ためのデータ整備を進めることが出来た。今

後、分析を進め、運動器疾患予防に向けた介

入戦略立案に資する知見を創出していきたい。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

なし 
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表 1．パ・リーグウォーク分析対象者の特徴 

（n=4131） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に記述がない場合、数値は n (%)。 

  

 n (%) 

年齢, 平均(標準偏差) 42.5 (11.6) 

20-29 1011 (24.5%) 

30-39 1029 (24.9%) 

40-49 1052 (25.5%) 

50-59 843 (20.4%) 

60-69 196 (4.7%) 

性  

男 2368 (57.3%) 

女 1763 (42.7%) 

Body Mass Index  

≧25 kg/m2 1158 (28.0%) 

< 25 kg/m2 2973 (72.0%) 

スマートフォン機種  

iPhone 3332 (80.7%) 

Android 799 (19.3%) 

居住都道府県の人口密度  

≧1000 人/km2 2530 (61.2%) 

< 1000 人/km2 1601 (38.8%) 
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図 1．種目別運動に関する質問紙（島根県雲南市コホート研究） 
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図 2. アプリ「パ・リーグウォーク」の画面例 
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2023年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

就労者の業務中の転倒発生状況：記述疫学研究 

 

研究協力者 津島 沙輝 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

研究分担者 田淵 貴大 地方独立行政法人 大阪府立病院機構大阪国際がんセンター 

研究代表者 財津 將嘉 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 

 

研究要旨 

【目的】本研究の目的は、就労者の業務中の転倒発生状況を明らかにすることとした。 

【方法】本研究は、日本における COVID-19 問題による社会・健康格差評価研究（JACSIS 研究）のイン

ターネット調査データを用いた横断研究である。インターネット調査会社のパネルメンバーから無作為

抽出された日本全国の一般住民の男女 33,000人の回答者のうち、就労していない者などの除外基準に該

当した 13,682人を除いた 19,318人の就労者を解析対象者とした。調査期間は 2023年 9月 25日～2023

年 11月 17日であった。調査項目は性別、年齢、業種、職種、最近 1年間での転倒経験の有無とし、ク

ロス集計を行った。 

【結果】最近1年間の転倒経験ありの者の割合は全体で6.2％であった。属性別においては、男性が7.2％、

16－19歳が 11.4％、農業・林業・水産業・漁業が 13.0％、建設・採掘職が 14.1％であった。 

【結論】本研究で明らかになった知見を活かし、年齢、業種、職種など、それぞれの特性に着目した、

より具体的な転倒防止対策を検討していくことが望まれる。 

 

 

 

A. 研究目的 

本邦の労働災害発生状況について、令和４年の

厚生労働省の報告１）では死亡者数は減少傾向にあ

る。一方で、休業４日以上の死傷者数は長期的に

は減少傾向にあるものの、近年増加傾向にあるこ

とが示されている。中でも転倒災害は全体の

26.7％と、労働災害の型別死傷者数の第１位とな

っており、令和３年の統計値と比較すると 4.8％

増加、平成２９年と比較すると 24.7％増加してい

る。増加傾向にある原因として高齢化に伴う高年

齢労働者の増加が考えられている。今後ますます

高年齢労働者が増加する状況から、第１４次労働

災害防止計画の重点対策の一つである「労働者（中

高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労

働災害防止対策の推進」の中で、転倒予防対策に

ついて記載がされている。 

このように転倒予防対策は労働災害防止におい

て重要な課題であるが、一方で、上記の報告だけ

では対策を講じるべき集団の設定がやや曖昧にな

ってしまう可能性がある。なぜならば、オープン

データ上では年齢×業種、性別×職種といった、

より詳細な状況は把握できず、どの集団で転倒が
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多く発生しているか不明だからである。また厚生

労働省の公表では休業４日以上の労働災害しか確

認できず、休業４日未満や不休業となる軽微な転

倒といった労働災害件数は明らかでないことも理

由の一つと考える。これらの状況を把握すること

は、対策を検討する上で重要な材料といえるが、

我々の知る限りこれらを明らかにした報告はない。 

そこで本研究の目的は、就労者の業務中の転倒

発生状況を明らかにすることとした。 

 

B. 研究方法 

１．研究デザイン 

本研究は日本における新型コロナウイルス感染

症（COVID-19）問題による社会・健康格差評価研

究（JACSIS: The Japan COVID-19 and Society 

Internet Survey）２）におけるインターネット調

査のデータを用いた記述疫学研究である。JACSIS

の目的は、COVID-19問題を含めた住民の生活・健

康・社会・経済活動の実態に関する調査を実施し、

データ分析を行い、科学的根拠に基づいた「住民

の健康と社会活動を守る」ための現実的な社会経

済的救済策や健康増進策の立案につながる情報提

供を行うことである。 

 

２．参加者 

インターネット調査会社である楽天インサイト

株式会社のパネルメンバーのうち、日本全国の一

般住民 16歳以上の男女を対象とした。日本の人口

分布に合わせ、性別、年齢、都道府県別にパネル

メンバーからランダムサンプリングを行ったうえ

で、調査への回答を依頼した。調査期間は 2023年

9 月 25日～11月 17日であった。 

有効回答者は 33,000人であった。このうち、不

自然な回答者を除外するため、薬物使用に関する

調査項目のすべてに該当すると選択した者、持病

に関する調査項目のすべてに該当すると選択した

者、同居者数合計が 15人より多い者、回答時間が

15 分未満と短い者、「次の選択肢のなかから、最

後から 2番目を選択してください」という質問に

適切な項目を選択しなかった者のいずれかに該当

する、合計 4,519人は分析から除外した。さらに、

本研究は就労者を対象としたため、非就労者（仕

事をしていない学生、リタイア、専業主婦・主夫、

無職）の9,163人も除外した。解析対象者は19,318

人であった。 

 

３．測定項目 

１）基本属性 

 基本属性は、性別［男性、女性］、年齢［16－19

歳、20－24歳、25－29歳、30－34歳、35－39歳、

40－44歳、45－49歳、50－54歳、55－59歳、60

－64歳、65－69歳、70－74歳、75－79歳、80歳

以上］、業種［農業・林業・水産業・漁業、鉱業、

建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、金融業・

保険業、不動産業、飲食業（お酒の提供あり）、飲

食業（お酒の提供なし）、宿泊業、医療（病院・診

療所等の現場に勤務）、医療（病院・診療所等の現

場以外に勤務）、福祉、教育・学習支援業、その他

のサービス業、公務］、職種［専門技術職（エンジ

ニア、技術職、教師、医者、看護師など）、事務職

（一般事務、経理、データ入力など）、営業販売職

（営業、商品販売、不動産、保険の販売など）、サ

ービス業（美容師、ウェイター、ホームヘルパー

など）、保安職（自衛官、警察、消防職員など）、

生産工程・機械組み立て職（製造、組み立て、機

械整備、検査者など）、輸送・機械運転職（電車・

バス・タクシー運転、輸送、操縦士、変電員など）、

建設・採掘職（とび職、電気工事、土木作業、採

鉱員など）、運搬・清掃・包装職（配達員、清掃員、
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再廃処理など）、その他］とした。 

 

2）最近 1年間の転倒経験の有無 

 最近 1年間の転倒経験の有無については、質問

を「あなたは、最近 1年間に、業務（仕事）中に

転倒しましたか。」とし、選択肢は、①最近 2か月

間にはじめて経験した、②最近 1年間にはじめて

経験した、③最近 1年間にはじめてではないが経

験した、④最近 1年間はなかったが 1年より前に

はあった、⑤これまで 1 度もなかった、とした。

このうち、①②③に回答した者を転倒あり、④⑤

に回答したものを転倒なし、として解析を行った。 

 

４．分析方法 

各基本属性と最近 1年間の転倒経験の有無につ

いて、クロス集計を用いて人数と割合を算出した。 

 

５．倫理的配慮 

本研究は、大阪国際がんセンター研究倫理審査

委員会（20084）および産業医科大学倫理委員会

（R4-054）の承認を得たうえで行われた。対象者

に対しては、調査フォーム内に文面による調査の

説明を記述し、調査への参加について同意が得ら

れた場合のみ、調査に進む形式とした。 

 

C. 研究結果 

就労者の基本属性ごとの割合を表１～４に、就

労者の最近1年間の転倒経験の有無を表5に示す。

解析対象者において、最近 1年間に転倒経験あり

の者は 6.2％であった。 

次に表 6に就労者の属性別の最近 1年間の転倒

発生状況を示す。 

性別では、男性が 7.2％、女性が 5.0％であっ

た。 

年齢では、16－19 歳が 11.4％であり、順に 25

－29歳が 8.1％、20－24歳が 7.9％、30－34歳が

6.3％、35－39歳が 6.2％と続いた。 

業種では、農業・林業・水産業・漁業が 13.0％

であり、順に電気・ガス・熱供給・水道業が 9.6％、

運輸業が 9.6％、福祉が 8.5％、飲食業（お酒の提

供あり）が 7.6％と続いた。 

職種では、建設・採掘職が 14.1％であり、順に

運搬・清掃・包装職が 12.8％、輸送・機械運転職

が 10.5％、生産工程・機械組み立て職が 9.6％、

保安職が 9.4％と続いた。 

 

D. 考察 

本研究では、日常的な就労者の業務中の転倒発

生状況について明らかにすることができた。最近

1 年間の転倒経験ありの者の割合は 6.2％であっ

た。属性別で最近 1年間の転倒経験ありの者の割

合が高かったのは、男性、16－19歳、農業・林業・

水産業・漁業、建設・採掘職であった。 

厚生労働省の報告１）によると令和 4年の休業 4

日以上の転倒災害発生件数は 35,295 件となって

いる。これを総務省統計局の労働力調査のデータ

である令和 4年の雇用者数 6,041万人を分母にし

て計算すると、休業 4日以上の転倒災害の年発生

率は 0.058％となる。つまり、本研究結果との単

純な比較ではあるが、転倒自体は国で公表される

転倒災害の100倍以上も発生していることとなる。

今回は調査していないが、転倒しそうになった・

躓いたことがあるという項目も含めたらさらに発

生数は多くなり、それぞれの職場での転倒予防対

策がより重要になってくるだろう。 

年齢別では、若年層の方が転倒経験ありの割合

が高いという結果となった。若年層は現場の業務

に慣れていないことや、自分の身体能力への自信

から無理な姿勢をとるなど不安全行動をとりやす

いことが理由として考えられる。職場での安全教



 58 

育が引き続き重要となってくるだろう。一方で、

厚生労働省の報告 1）にある年齢別労働災害発生件

数のグラフからは、若年者と高齢者に発生数が多

い U字型を示しているが、高齢者の方が圧倒的に

休業 4日以上の労働災害発生数が多いことが分か

る。つまり今回の研究において考えると、高齢者

は転倒発生数そのものが若年者より少なくても、

重大な災害となる可能性が高いということである。

今後はもし転倒してしまっても大きな怪我に繋が

らないような身体づくりに取り組むといった観点

でも、転倒防止対策の検討の余地があるといえる。 

業種・職種においては、どちらも一般的に転倒

発生リスクの高い職場であった。そのほかの職場

とは異なる、より画期的な転倒予防対策を検討す

ることが今後の課題となるだろう。 

今後はインターネット調査ですでに得られてい

る、本研究では使用しなかった属性や質問項目を

利用した、さらなる疫学研究を進めていく。また、

本研究で明らかになったことを活かし、属性別に

合わせた転倒防止対策について具体的に検討して

いくことが望まれる。 

本研究にはいくつかの限界点が挙げられる。1点

目は、本研究はインターネット調査であるため、

インターネット調査に関心が高い層に偏っている

可能性があることである。ただし、サンプリング

は日本の人口分布に合わせて行っており、過度な

偏りはないと思われる。2点目は、Webによる自記

式質問票調査であるため、回答者の業種・職種選

択の誤りや転倒の有無の記憶違いなど、誤差が生

じている可能性がある。3 点目は、職種の回答項

目が、複数の職種をまとめた大きな分類となって

おり、職種の詳細については把握が困難となるこ

とである。 

 

E. 結論 

本研究により各種属性別に就業中の転倒発生状

況を明らかにすることができた。これらの知見を

活かし、年齢、業種、職種など、それぞれの特性

に着目したより具体的な転倒防止対策を検討して

いくことが望まれる。 

 

F. 研究発表 
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表１ 就労者の性別の割合 

 

  

N (%)

男性 10,698 55.4

女性 8,620 44.6

計 19,318 100.0
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表２ 就労者の年齢別の割合 

 

 

  

N (%)

16-19歳 562 2.9

20-24歳 1,438 7.4

25-29歳 3,177 16.5

30-34歳 1,615 8.4

35-39歳 1,935 10.0

40-44歳 1,857 9.6

45-49歳 1,952 10.1

50-54歳 1,859 9.6

55-59歳 1,609 8.3

60-64歳 1,479 7.7

65-69歳 943 4.9

70-74歳 576 3.0

75-79歳 254 1.3

80歳以上 62 0.3

計 19,318 100.0
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表 3 就労者の業種別の割合 

 

 

  

N (%)

農業・林業・水産業・漁業 177 0.9

鉱業 15 0.1

建設業 936 4.9

製造業 2,841 14.7

電気・ガス・熱供給・水道業 250 1.3

情報通信業 1,042 5.4

運輸業 806 4.2

卸売業 642 3.3

小売業 1,482 7.7

金融業・保険業 806 4.2

不動産業 494 2.6

飲食業（お酒の提供あり） 525 2.7

飲食業（お酒の提供なし） 337 1.7

宿泊業 121 0.6

医療（病院・診療所等の現場に勤務） 1,180 6.1

医療（病院・診療所等の現場以外に勤務） 412 2.1

福祉 916 4.7

教育、学習支援業 1,347 7.0

その他のサービス業（他に分類されないもの） 3,781 19.6

公務 1,208 6.3

計 19,318 100.0
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表 4 就労者の職種別の割合 

 

 

  

N (%)

専門技術職（エンジニア、技術者、教師、医者、看護師など） 4,443 23.0

事務職（一般事務、経理、データ入力など） 4,756 24.6

営業販売職（営業、商品販売、不動産、保険の販売など） 2,421 12.5

サービス業（美容師、ウェイター、ホームヘルパーなど） 1,688 8.7

保安職（自衛官、警察、消防職員など） 256 1.3

生産工程・機械組み立て職（製造・組み立て・機械整備・検査者など） 972 5.0

輸送・機械運転職（電車・バス・タクシー運転、輸送、操縦士、変電員など） 342 1.8

建設・採掘職など（とび職、電気工事、土木作業、採鉱員など） 242 1.3

運搬・清掃・包装職（配達員、清掃員、再廃処理など） 561 2.9

その他 3,637 18.8

計 19,318 100.0
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表 5 就労者の最近 1年間の転倒経験 

 

 

  

N (%)

なし 18,116 93.8

あり 1,202 6.2

計 19,318 100.0
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表６ 就労者の属性別の最近 1年間の転倒発生状況 

 

N N (%) N (%)

合計 19,318 18,116 93.8% 1,202 6.2%

性別 男性 10,698 9,928 92.8% 770 7.2%

女性 8,620 8,188 95.0% 432 5.0%

年齢別 16-19歳 562 498 88.6% 64 11.4%

20-24歳 1,438 1,324 92.1% 114 7.9%

25-29歳 3,177 2,921 91.9% 256 8.1%

30-34歳 1,615 1,513 93.7% 102 6.3%

35-39歳 1,935 1,815 93.8% 120 6.2%

40-44歳 1,857 1,758 94.7% 99 5.3%

45-49歳 1,952 1,839 94.2% 113 5.8%

50-54歳 1,859 1,748 94.0% 111 6.0%

55-59歳 1,609 1,524 94.7% 85 5.3%

60-64歳 1,479 1,410 95.3% 69 4.7%

65-69歳 943 906 96.1% 37 3.9%

70-74歳 576 552 95.8% 24 4.2%

75-79歳 254 247 97.2% 7 2.8%

80歳以上 62 61 98.4% 1 1.6%

業種 農業・林業・水産業・漁業 177 154 87.0% 23 13.0%

鉱業 15 15 100.0% 0 0.0%

建設業 936 877 93.7% 59 6.3%

製造業 2,841 2,664 93.8% 177 6.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 250 226 90.4% 24 9.6%

情報通信業 1,042 983 94.3% 59 5.7%

運輸業 806 729 90.4% 77 9.6%

卸売業 642 605 94.2% 37 5.8%

小売業 1,482 1,375 92.8% 107 7.2%

金融業・保険業 806 763 94.7% 43 5.3%

不動産業 494 464 93.9% 30 6.1%

飲食業（お酒の提供あり） 525 485 92.4% 40 7.6%

飲食業（お酒の提供なし） 337 314 93.2% 23 6.8%

宿泊業 121 112 92.6% 9 7.4%

医療（病院・診療所等の現場に勤務） 1,180 1,121 95.0% 59 5.0%

医療（病院・診療所等の現場以外に勤務） 412 391 94.9% 21 5.1%

福祉 916 838 91.5% 78 8.5%

教育、学習支援業 1,347 1,291 95.8% 56 4.2%

その他のサービス業（他に分類されないもの） 3,781 3,583 94.8% 198 5.2%

公務 1,208 1,126 93.2% 82 6.8%

職種 専門技術職（エンジニア、技術者、教師、医者、看護師など） 4,443 4,197 94.5% 246 5.5%

事務職（一般事務、経理、データ入力など） 4,756 4,560 95.9% 196 4.1%

営業販売職（営業、商品販売、不動産、保険の販売など） 2,421 2,266 93.6% 155 6.4%

サービス業（美容師、ウェイター、ホームヘルパーなど） 1,688 1,542 91.4% 146 8.6%

保安職（自衛官、警察、消防職員など） 256 232 90.6% 24 9.4%

生産工程・機械組み立て職（製造・組み立て・機械整備・検査者など） 972 879 90.4% 93 9.6%

輸送・機械運転職（電車・バス・タクシー運転、輸送、操縦士、変電員など） 342 306 89.5% 36 10.5%

建設・採掘職など（とび職、電気工事、土木作業、採鉱員など） 242 208 86.0% 34 14.0%

運搬・清掃・包装職（配達員、清掃員、再廃処理など） 561 489 87.2% 72 12.8%

その他 3,637 3,437 94.5% 200 5.5%

なし あり

過去1年間の転倒経験
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